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Ａ．研究目的 

人間関係の土台はコミュニケーションの在

り方だということが出来る。適切でないコミュ

ニケーションは人間同士の問題を作りやすく

（暴力、回避、いじめなど）、若年の内に基本

的なコミュニケーションスキルの獲得をする

ことは将来の問題に対する予防的な意味もあ

り重要である。 

本研究では、子どものみならず、親と子のコ

ミュニケーションスキルの向上を目的として

研究要旨 

本邦において思春期のメンタルヘルスに対する関心は年々高まっている。認知行動療法

(Cognitive behavior therapy; 以下、CBT)は、うつ病、不安障害、強迫性障害、心的外傷後スト

レス障害など、年齢を問わず幅広い対象に対する効果が示されており(Clark、 2010 他)、医療

だけでなく、教育、福祉、健康管理、リハビリテーション、ストレスマネジメントなど多方面で

活用されている。 

また、思春期は暴力、性被害をはじめ陰湿ないじめ、不適切な養育などの対人トラウマ被害に

遭いやすく、トラウマの影響が彼らの健全な成長を阻害し、不登校や引きこもり、物質依存、自

殺といったより深刻な問題へと繋がっている。これらの問題解決には青少年本人の力だけでな

く、彼らにとって最も身近な支援者となる親の役割が大きいとされている。 

本研究の CBT班では、2018年度に「CBTを用いた親子の予防的心理教育マテリアルの開発」

を目指し、親と子のコミュニケーションスキルの向上を目的とした。海外や本邦で使用されてい

る児童・青少年用のメンタルヘルスに関する心理教育マテリアルや文献を集め、関係者や業者と

の会議を重ね、親と子のコミュニケーションスキルに関する予防的心理教育マテリアルのハン

ドブックを作成した。 

2019年度は、トラウマの影響により社会不適応状態にある青少年のケアの充実を目的とした。

我々は青少年とその親に対してトラウマケアの第一段階として有効とされているトラウマ心理

教育の提供を目的に CBT を用いた心理教育マテリアルの開発をおこなった。本分担研究では

「トラウマを体験した青少年の子どもをもつ親への CBTを用いた心理教育マテリアル」を開発

した。親用心理教育マテリアルでは、全 3 セッションの短期間介入型のワーク形式を取り入れ

た。 

 

2019 年度は、トラウマの影響により社会不適応状態にある思春期のメンタルヘルスケアの充

実を目的に「トラウマを体験した青少年への CBTを用いた心理教育マテリアル」を開発した。 

 



いる。 

そこで CBT 班において 2018 年度は、中高

生とその親を対象にコミュニケーションのス

タイルについての心理教育マテリアル冊子を

作成した。こうすることでこの冊子を読んだ者

が自分のコミュニケーションを第 3 者的に俯

瞰することができ、そのことが今後の変化への

第一歩と考えるからである。 

また、思春期は暴力や性的被害など対人関係

に関連するトラウマを受けやすい。日本は特有

のハイコンテクストな文化を持つため SNSに

よるいじめや無視といった目に見えづらい陰

湿な攻撃も多い。こうした対人トラウマは心的

外傷後ストレス症状をもたらすだけでなく、引

きこもり、物質依存、自殺へのリスクを高める

ため精神保健上の問題となっている。これまで

こうした青少年に対して成人用のトラウマ焦

点化 CBTなどを援用してきた。しかしながら、

青少年は成人と比べて解離症状を呈しやすく、

その出現時に自傷・自殺行為や再被害が発生す

る危険が高いと報告されている１）。また、青少

年は成人と比較して衝動コントロールの能力

も十分でないことが多く、本人の対処能力のみ

でトラウマ症状から回復するには困難な事例

も散見される。上記にくわえて、青少年は大人

を頼ることが難しい心理的発達過程にあり、支

援が遅延しがちとなり、結果として成人期以降

のメンタルヘルス不調につながることも少な

くない。 

そこで 2019年度は、青少年にとって最も身

近である親が支援者として彼らを支えるため

に求められる役割を十分理解したうえでサポ

ートできるように、親用の心理教育マテリアル

を作成することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究は以下の方法で行った。 

【2018年度】 

◼ 親子の予防的心理教育マテリアルの開発 

・ 中高生とその親を対象にしたコミュニ

ケーションスキルに関する資料・冊子

の作成 

・ 中高生が親しみやすい形態にする 

➢ 漫画形式にして、親しみやすい内

容にする工夫をする 

・ 資料を読むことで以下のことを学習す

る(親子で一緒に読んでも、別々に読ん

でも可能) 

➢ 自分のコミュニケーションスタ

イルに気づく 

➢ 相手を理解する 

➢ 相手に自分を理解してもらう 

 

【2019年度】 

◼ トラウマを体験した青少年の親用心理教

育マテリアルの開発 

1) 親がトラウマを負った青少年を支える

ために必要とされる知識やスキルを学

び効果的なマテリアルを作成するため、

先行研究で得られた知見や資料を整理

し検討をする。 

➢ 既存のトラウマ心理教育についての内容

を分類し共通要素を抽出する 

➢ トラウマサバイバーの家族や地域に対す

る支援介入法の文献 3)をもとにこれまで

の知見を整理する 

➢ ペアレントトレーニングに代表される児

童期の親を対象とした養育支援のプログ

ラム 4)を参考に方法論を検討する 

➢ 思春期のアタッチメントの文献をもとに

理論と介入法について整理し内容を検討

する 

➢ 物質依存や自傷の行為者とその親を対象

とした心理療法の文献 5)をもとに知見を



整理する 

 

2) マテリアルの提供方法とコンテンツの

検討 

➢ マテリアル使用場面を想定し、サービス提

供方法を検討するため、各種の介入法（親

子同時面接法、親子同時並行面接法、親単

独面接法 など）によるメリットデメリッ

トを整理・検討し、マテリアル実施に最も

適した提供方法を決定する 

➢ マテリアルのコンテンツを決定するため

1)で得た情報をもとに、CBT 班の専門家

らによってディスカッションを重ねコン

テンツの候補を絞り込み、コンテンツ内容

を決定する 

 

（倫理面への配慮）本研究は国立精神・神経医

療研究センター倫理審査委員会の承認を受け

ている。 

 

Ｃ．研究結果 

 2018 年度は中高生用のメンタルヘルスに関

する心理教育マテリアルや文献を検索し、コミ

ュニケーションスキルに関する冊子を作成し

た(※以下の資料を参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2018 年度資料：心理教育用の冊子（一部

抜粋） 

 

 



2019 年度は親用心理教育マテリアルに関し

てアタッチメント理論に基づき、青少年の安

全・安心の環境構築促進のため、トラウマ症状

とその回復に関する知識教育と安定化スキル、

アタッチメント強化スキル、親のストレスマネ

ジメントの全 3回で構成された。 

 

※2019 年度資料：心理教育用の冊子（一部

抜粋） 

 

 

 

Ｄ．考察 

 2018 年度は、親子の心理教育用の冊子を作

成し、子どもに携わる専門職を対象に冊子を配

布し、学校や臨床現場でコミュニケーションス

キル向上を目指し活用されている。 

 2019 年度の親用マテリアルに関しては、青

少年のアタッチメントを強化し、安心・安全を

確立するためのスキルを CBTの手法を用いて

マニュアル化した。このマテリアルは親による

青少年への働きかけでなく、親自身のセルフケ

アに注目したストレスマネジメントのコンテ

ンツも含まれており、親も治療共同体として位

置付けていると捉えることができる。 

 今後は、冊子の使い方研修と専門家自身のコ

ミュニケーションスキル向上研修の実施が必

要と考えている。 

 

Ｅ．結論 

 子どもに携わる専門職がこれらの心理教育

マテリアルを活用することにより、青少年の安

全・安心感が強化され、メンタルヘルスの促進

が期待できると考える。 
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